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EPA では、 （EPA 適用税率の対象となる原産品であるか否かを決定する規則のこと）において、次の２つの条件を満たすことが求められている： 

・ ： （生産された産品が、ＥＰＡ特恵税率の適用対象となる｢原産品｣であると認められるための基準） 
・ ： （貨物が原産品であることを証明するために必要な手続） 
 

Rules of Origin 

品目別（分類）規則に規定のない産品は、 を適用する。 

WO(Wholly Obtained) 全ての材料に、協定締約国のみが関与する場合 

PE(Produced Entirely) 最終産品の生産のための材料に、協定締約国のみが関与する場合 

PSR(Product Specific Rules)
↓ 

↓ 
最終産品の生産のための材料に、協定

締約国以外の国も関与する場合 

➀

CTC (Change in Tariff Classification) ： 

CC ( 変更 Change of Chapter 変更) 、 

CTH ( 変更 Change of Tariff Heading 変更) 、 

CTSH ( 変更 Change of Tariff Sub Heading 変更)  

➁
VA(Value Added) ：RVC（Regional Value Content 最小限の 原産品の割合） 

⇒産品の価額と非原産材料価額とを比較する 

➂

SP(Specific Process rule)

 

ACU (Accumulation)  
①『 』とみなす考え方⇒  

②『 』とみなす考え方⇒

 

僅少の非原産材料 
De Minimis (DMI) 

をクリアできない場合の

 → 調べ方と計算方法 https://hunade.com/epa-deminimis  
日本インドネシア EPA における HS3916.90 の産品の場合、  

その他：FGM など 

https://www.jetro.go.jp/ext_images/theme/wto-fta/epa/pdf/japan_epa_export_10.pdf 

通し船荷証券の写し又は中継する第三国で発行される非加工証明書（Certificate of Non-Manipulation: CNM）などが必要書類となる ← 手続的要件 

原産性を明らかにするための根拠資料とそれらの保存 

https://www.customs.go.jp/kyotsu/kokusai/aitekoku.htm  
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EPA 2022 3 https://www.customs.go.jp/kyotsu/kokusai/gaiyou.htm https://www.customs.go.jp/roo/information/indonesia.htm 

 
 

  

 

https://www.customs.go.jp/roo/ https://www.customs.go.jp/searchro/jrosv001.jsp 
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各 EPA の原産地規則の調べ方 

税関の「 」https://www.customs.go.jp/roo/index.htm で調べま

す。 
・原産地規則ポータルの中で「品目別原産地規則の検索」を選択すると次のサイト

に飛びます。 
    ↓ 
・「 」 https://www.customs.go.jp/searchro/jrosv001.jsp  
    ↓ 
・ここで、検索する国名と品目の HS コード 6 桁を入れます。 
    ↓ 
検索結果：「日本 ASEAN 協定」と「日本インドネシア協定」が出てきます。ここ

では後者を左に例示しておきます 
    ↓ 
 

 

 

 

 

 

 

 

➀ ：第三九・一四項から第三九・二六項までの の産品への当

該各項以外の項の材料からの変更、⇒

➁ ： であること（第三九・一四項

から第三九・二六項までの各項の産品への関税分類の変更を必要としない。）

、 

➂ ：使用される非原産材料について、締約国において化学反応、精

製、異性体分離若しくは生物工学的工程を経ること（第三九・一四項から第三

九・二六項までの各項の産品への関税分類の変更を必要としない。）。 

このプラスチックの分類にあたり、日本の実行関税率表の第 7 部の「部

注」を参照してください、という意味。 
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出典:函館税関「EPA 協定の原産地規則」P.23 https://www.customs.go.jp/hakodate/20170119-epa-shiryou-2.pdf 又は財務省関税局・税関「我が国の原産地規則～EPA 原産地規則（詳細）～2021 年 9 月」P.26 https://www.customs.go.jp/roo/origin/epa_roo.pdf 参照  

 

 
原産性を明らかにするための資料（根拠書類）は、採用する原産ルール（完全生産品、CTC、VA、SP など）によって変わります。一般的な書類例は、次の通りです。 

CTC ルール VA ルール 
⑴

⑵対比表の裏付け資料 
➀総部品表（総原材料表）、製造工程フロー図、生産指図書、各「材料・部品」の投

入記録（在庫「蔵入蔵出」記録） 等 
➁｢原産｣と扱った「材料・部品」については、その原産性を示すための根拠となる資

料： 
・国内調達「材料･部品」については、 、委

託生産者証明 
・当該「材料･部品」が締約相手国原産品である場合は、輸入時の同協定に基づく

の写し、当該「材料･部品」が原産品であることを示すその他の資料（具

体的には、後述の対比表やワークシート）等 

⑴  
⑵計算ワークシートの裏付け資料 
➀総部品表（原産･非原産を特定したもの｡ただし､積上げ方式の場合､積み上げるべき原産材料を

特定すれば足りる)、製造工程フロー図、生産指図書、製品在庫（蔵入蔵出）記録、各「材料･

部品」の投入記録（在庫「蔵入蔵出」記録）、【控除方式の場合】非原産材料単価の算出根拠資

料（帳簿、伝票、インボイス、契約書、請求書等）、【積上げ方式の場合】製造原価計算表、積

み上げるべき原産材料単価、生産コスト等の算出根拠資料（帳簿、伝票、インボイス、契約

書、請求書、支払記録等）等 
➁「原産」と扱った「材料・部品」については､その原産性を示すための根拠となる資料： 
・国内調達「材料･部品」については、 、委託生産者

証明書 
・当該「材料･部品」が締約相手国原産である場合は、輸入時の同協定に基づく の

写し、当該「材料･部品」が原産品であることを示すその他の資料（具体的には、対比表や

計算ワークシート）等 
参考サイト：・HUNADE「【日欧/日 EU EPA】原産地規則、用語の解説など」https://hunade.com/japan-eu-fta  

・経済産業省原産地証明室「原産性を判断するための基本的考え方と整えるべき保存書類の例示（2019 年 10 月改訂）」P8 及び P.14 https://www.meti.go.jp/policy/external_economy/trade_control/boekikanri/download/gensanchi/roo_guideline_preservation.pdf 

 

https://www.customs.go.jp/roo/text/index.htm 
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引用サイト：経済産業省原産地証明室「原産性を判断するための基本的考え方と整えるべき保存書類の例示（2019 年 10 月改訂）」P.9 

https://www.meti.go.jp/policy/external_economy/trade_control/boekikanri/download/gensanchi/roo_guideline_preservation.pdf 
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引用サイト：経済産業省原産地証明室「原産性を判断するための基本的考え方と整えるべき保存書類の例示（2019 年 10 月改訂）」P.15 https://www.meti.go.jp/policy/external_economy/trade_control/boekikanri/download/gensanchi/roo_guideline_preservation.pdf  

FOB価格  ￥5,800 
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引用サイト：経済産業省原産地証明室「原産性を判断するための基本的考え方と整えるべき保存書類の例示（2019 年 10 月改訂）」P.17 https://www.meti.go.jp/policy/external_economy/trade_control/boekikanri/download/gensanchi/roo_guideline_preservation.pdf  
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引用サイト：経済産業省原産地証明室「原産性を判断するための基本的考え方と整えるべき保存書類の例示（2019 年 10 月改訂）」P.22 
https://www.meti.go.jp/policy/external_economy/trade_control/boekikanri/download/gensanchi/roo_guideline_preservation.pdf 

出所：日本商工会議所「サプライヤー証明書 ひな型」 
https://view.officeapps.live.com/op/view.aspx?src=https%3A%2F%2Fwww.jcci.or.jp%2Fgensanchi%2Fepa%2Fnagoyahina.xlsx&wdOrigin=BROWSELINK 
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に記載される原産地基準の記号 インドネシア原産地証明書記入要領 

 

 

出典サイト：税関「原産地証明書に記載される原産地基準の記号」https://www.customs.go.jp/roo/procedure/kisai/kigou.pdf  
参考サイト:税関「各原産地証明書の記載要領、記載事項の比較表」https://www.customs.go.jp/roo/procedure/kisai/index.htm 

引用サイト：日インドネシア経済連携協定 原産地規則の概要（平成 23 年７月)財務省関税局業務課 P.8-9 
 https://www.customs.go.jp/roo/text/indonesia1.pdf 

原産品であることの証明制度 
：貨物の輸入者、輸出者又は生産者自らが、当該貨物が協定上の原産品である旨を明記した書面（以下、「

）といいます。」を作成し、輸入者が輸入国税関にその原産品申告書を提出することにより、原産品であることを

申告する制度です。 、 及び において採用されおり、 においては、輸入

者自己申告制度のみが採用されています。 
 なお、自己申告制度の下における日本での輸入申告時には原産品申告書のほか、原産品であることを明らかにする書類の

提出も原則として必要となります。また、相手国においても、必要に応じ原産品申告書以外の書類の提出を求められるこ

とがあります。 
：輸出者や生産者が輸出国発給当局（あるいはその指定機関）に申請し、 を取得、そ

れを輸入者に送付し、輸入者が輸入国税関にその原産地証明書を提出することで、原産品であることを証明する制度です。

、 及び 以外の協定で採用されています。 
（出典：税関「原産地規則のいろは」https://www.customs.go.jp/roo/origin/gaiyou.htm 一部加筆） 
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引用サイト：財務省関税局・税関「我が国の原産地規則～EPA 原産地規則（詳細）～2021 年 9 月」P.74 https://www.customs.go.jp/roo/origin/epa_roo.pdf 

https://www.customs.go.jp/tariff/

https://www.customs.go.jp/kyotsu/kokusai/gaiyou.htm 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/index.html 

https://www.customs.go.jp/kyotsu/kokusai/aitekoku.htm 

https://www.jetro.go.jp/ext_images/theme/wto-fta/epa/pdf/epa_fta_03.pdf 
https://www.customslegaloffice.com/fta/jyoukyohyoumatome/ 

https://www.customslegaloffice.com/fta/wp-content/uploads/2019/05/76ea4b9d088efb94d8c2655d79e839eb.pdf 
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（出所：「我が国の原産地規則～EPA 原産地規則（詳細）～2121 年 9 月」財務省関税局・税関 PP.34～45 https://www.customs.go.jp/roo/origin/epa_roo.pdf ） 
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P.37 

長光注：締約生産国の使用

する のこと

だと考えます。 
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